
（※1）平成23以降もさらなる削減に向け努力
（※2）平成23以降も目標達成に向け努力

現状値

現状値

産廃事業者等、排出事業者

(H25)

氏名

563

1,756

作成者 組織 廃棄物対策課 職 氏名 蔵本　和夫

2 不法投棄等不適正処理防止対策事業費 247

課題３ 適正な処分及び不適正処理の防止 不適正処理指導件数 件 1 廃棄物適正処理対策事業費 14,288

課題２
循環資源の再使用、再生利用・熱回
収

一般廃棄物リサイクル率 ％

廃棄物等の排出抑制、分別排出の推
進

今後の
方向性（千円）

評価

（年度）
対象

（千円）

決算予算 事業の
有効性

施策体系シート（行政経営Ｂシート）

施策 課題 成果指標 単位

評価者 組織 職

事務事業

施策１ 千トン

施策の目標達成に向けて重点的に取り組むべき課題

産業廃棄物最終処分量課題１
(H25)H22（※1）

事業者・県民

産廃事業者・県民
(H26)

14.7

(H25)

126

(H24)
石川県エコ・リサイクル製品認定事業費

事業者

（年度）
目標値
（年度）

134 88

(H24)
廃棄物減量化アドバイザー派遣事業費

課題に対する主な取り組み

H22（※1）
循環型社会の形成

(H24) (H25)

146
千トン

一般廃棄物及び産業廃棄物最終処分
量

198

23.4

H22（※1）

H22（※2）

150

施策１

課長

単位
目標値
（年度）

評価
（年度） （年度）

施策の目標 成果指標
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事業の背景・目的

目標値：平成26年度以降もさらなる減少に向け努力

事業の概要

　1　　県では、産業廃棄物の減量化や資源化を進め、平成22年度までに最終処分量（埋立処分）を平成９年度の
　　 半分にする目標を設定している。（環境総合計画）
　2　　全事業者数の１％に満たない「多量排出事業者（年間発生量千トン以上）」が及ぼす影響は大きく、総排出
　　 量の７５％、最終処分量の８９％を占めている。「多量排出事業者」は自らが減量化計画を策定し、 県へ提出
　　 することとなっている。
　3　　平成23年4月1日に施行された廃棄物処理法の改正で、排出事業者責任の強化、廃棄物処理施設の維持
　　管理対策の強化、廃棄物処理業の優良化の推進、排出抑制の徹底等の26項目について規制の強化等が行
　　われた。
  4　　平成25年4月1日には、使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（小型家電リサイクル法）
　　が施行された。

　　　 これらを受けて、排出事業者、処理業者へ各法の周知等を図り、特に多量排出事業者に対しては、具体的
　　に現場での診断を行い減量化支援、また、優良な処理業者を育成するために各種セミナーの開催を行う。
　

　１　排出事業者向け講習会等
　　（１）　排出事業者（実務担当者）向けの講習会の開催　　（県内４箇所で実施)
　　　　ア　廃棄物処理法に関する講習
　　　　イ　小型家電リサイクル法等に関する講習
　　（２）　３Ｒアドバイザー派遣事業
　　　　ア　アンケート調査　　廃棄物減量化、適正処理の取組み調査　対象：多量排出事業者（約150社）
　　　　イ　３Ｒアドバイザー派遣（５社）　　現場診断による適正処理推進
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　廃棄物減量化・適正処理の先進的な取組事例に係る情報収集
　　　　ウ　意見交換会の開催（１回）　少人数でのワークショップを開催し、先進的事例を業界へ波及

　２　廃棄物処理業者向け講習会等
　　（１）処理業者向けの講習会の開催（１回)
　　　　ア　廃棄物処理法、小型家電リサイクル法等も踏まえた適正な処理に関する講習
　　　　イ　環境ビジネスに関する講習
　　（２）優良産業廃棄物処理業者育成事業
　　　　ア　電子マニフェストシステムの操作体験セミナー（県内１箇所）　対象：県内の産廃排出事業者・処
理業者
　　　　イ　エコアクション21取得支援セミナー　　（県内の処理業者５社、５回）
　　　　ウ　情報開示に関する個別セミナー　（対象：県内の産廃処理業者１５社、３回）
　　　　　　 廃棄物処理状況や企業情報など認定要件となる情報のHPの公開に関する講習会を開催

10,023 12,257

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

一般
財源

予算 714 540 174
169321

402 197

14,008

項目 評価 左記の評価の理由

15,764
評価

事業費累計 7,536
決算 698 464

1,756
決算 1,681 2,487 2,234 1,751

2,315 1,779
事業費

予算 1,697 1,523

事業費
（単位：千円） 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

千トン

134 263 146 88 集計中
平成26年度

目標値
指標 産業廃棄物最終処分量 単位

平成22年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
現状値

課題
施策 循環型社会の形成

1474

評価
廃棄物等の排出抑制、分別排出の推進

4252076 225
石川県環境総合計画

廃棄物対策課作
成
者

組　　織
職・氏名

内線

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

施策・課題の状況

事務事業名 廃棄物減量化アドバイザー派遣事業
事業開始年度 H10

根拠法令
・計画等

主幹　諸治　信行
電話番号
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事業の背景・目的

事業の概要
目標値：平成26年度以降もさらなる減少に向け努力

１ 石川県エコ・リサイクル製品認定制度　
                                             　　　　　　　　　　　　・・・　「石川県エコ・リサイクル製品利用推進要綱」に基づく製品の認定

・ 石川県エコ・リサイクル製品認定審査委員会の設置、開催（委員９人、年１回開催）
・ 認定製品啓発パンフレットの作成、配布（１，０００部）　（配布先　県機関、市町、その他）
・ リサイクル製品利用促進啓発

２

・ ビジネス創造フェアいしかわ２０１４出展　平成２６年５月
・ 認定企業による認定製品プレゼンテーションの開催　平成２６年６月
・ その他の展示会　随時（いしかわ環境フェアなど）
・ エコハウス、石川北部RDFセンターの常設展示
・ 富山県、福井県の環境フェアに出展

３ 認定製品数
　４７企業９８製品（平成２６年４月１日現在）

これまでの見直し状況

・　平成１７年５月に認定企業により連絡協議会を設置、ＰＲ等に参加。

　県内で発生する再生資源（廃棄物等）を利用し、県内で製造加工され、販売されているエコ・リサイクル製品
を「石川県エコ・リサイクル製品」として認定し、県内のエコ・リサイクル産業の育成とエコ・リサイクル製品の利
用促進を図る。

フェア等に出展し「石川県エコ・リサイクル製品認定制度」のＰＲを行い、エコ・リサイクル製品の利用促進と
廃棄物の再資源化に関する啓発を行う。

・　平成２１年１２月に環境負荷の低減等に関する項目を認定要件に加え、環境に優しい等の付加価値を
　　追加した。これに伴い、制度の名称も「石川県エコ・リサイクル認定制度」と変更した。

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

施策・課題の状況

事務事業名 石川県エコ・リサイクル製品認定事業費
事業開始年度 H10 組　　織

職・氏名 専門員　渡辺　潤
電話番号

根拠法令
・計画等

石川県環境総合計画

廃棄物対策課

076 225 42461471 内線

作
成
者

課題
施策 循環型社会の形成 評価

循環資源の再使用、再生利用・熱回収
指標 一般廃棄物リサイクル率 単位

平成22年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
現状値

％

23.4 15.3 15.4 14.7 集計中
平成26年度

目標値

事業費
（単位：千円） 平成22年度 平成2年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

事業費
予算 676 640 563
決算 614 555 463 485

579 557

一般
財源

予算 676 640
決算 614 555

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

18,108

項目 評価 左記の評価の理由

18,671
評価

事業費累計 16,605 17,160 17,623

563
4854,663

579 557
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事業の背景・目的

事業の概要

１．機動班の配置 目標値：平成26年度以降もさらなる減少に向け努力

1
1
1
1
1
1
1
1

２．機動班の業務

①　監視指導 産廃処理業者、排出事業者、野外焼却、不法投棄等の監視・指導

②　苦情対応 県民等からの野外焼却等の苦情に対する対応

③　その他 地元警察との会合、市町併任職員との連絡会、機動班会議の実施等

能登北部保健福祉センター 職員 名 平成16年度
嘱託（警察ＯＢ） 名

能登中部保健福祉センター 職員 名 平成14年度
嘱託（警察ＯＢ） 名

石川中央保健福祉センター 職員 名 平成15年度
嘱託（警察ＯＢ） 名

南加賀保健福祉センター 職員 名 平成14年度
嘱託（警察ＯＢ） 名

　 県内４保健福祉センターに産業廃棄物に係る指導監視担当職員（産業廃棄物監視機動班）を配置し、産
業廃棄物の適正処理並びに県民の生活環境保全に資する。

設置場所 構成 人数 設置年度

14,288予算 14,503 14,425

14,405

14,16614,190
14,405 14,269

事業費累計 120,926 134,764 148,954

一般
財源

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

163,120

項目 評価 左記の評価の理由

177,408
評価

決算 14,472 13,838

14,288
決算 14,472 13,838 14,190 14,166

14,269
事業費

予算 14,503 14,425

事業費
（単位：千円） 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

現状値
件

150 117 113 96 126
平成26年度

目標値

4252

指標 不適正処理指導件数 単位

平成22年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

課題
施策 循環型社会の形成 評価

適正な処分及び不適正処理の防止

施策・課題の状況

事務事業名 廃棄物適正処理対策事業費
事業開始年度 H14

根拠法令
・計画等

石川県環境総合計画

廃棄物対策課

076 225

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1474 内線

作
成
者

組　　織
職・氏名 主幹　諸治　信行
電話番号
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事業の背景・目的

事業の概要
目標値：平成26年度以降もさらなる減少に向け努力

これまでの見直し状況

・H19年度、併任職員立入検査業務交付金の廃止（制度は継続するが、交付金は少額補助のため廃止）
・H21年度、不法投棄連絡員補助金の廃止（少額補助のため廃止）

33,072 33,327

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

247
205255

446 326

33,532

項目 評価 左記の評価の理由

33,779
評価

事業費累計 32,667

一般
財源

予算 452 504
決算 410 405

247
決算 410 405 255 205

446 326
事業費

予算 452 504

事業費
（単位：千円） 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

件

150 117 113 96 126
平成26年度

目標値
指標 不適正処理指導件数 単位

平成22年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
現状値

主幹　諸治　信行

評価
適正な処分及び不適正処理の防止

4252076 225電話番号
石川県環境総合計画

H10

課題
施策 循環型社会の形成

1474 内線

作
成
者

組　　織
職・氏名根拠法令

・計画等

廃棄物対策課

　不法投棄等の産業廃棄物の不適正処理を防止するため、①事業者に対する立入り指導、　②「産業廃棄
物不法処理防止連絡協議会」及び「産業廃棄物不法処理防止地区連絡協議会」による合同パトロールの実
施等により、産業廃棄物の適正処理を推進する。

１　不法投棄防止ネットワーク
     (1)　産業廃棄物不法処理防止連絡協議会の開催（年１回）
　 　(2)  産業廃棄物不法処理防止連絡地区協議会の開催
     (3)  市町職員の県職員への併任
　 　(4)  不法投棄１１０番の設置
　　       専用電話回線による県民からの情報収集及び保健福祉センター・市町との共同対応

２　不法投棄未然防止対策（教育・啓蒙）
　　(1)　不法投棄防止研修会の開催　　　廃棄物の適正処理について研修（年１回）
    (2)　県境産業廃棄物運搬車両路上検査（富山県境、福井県境で両県と共同実施）

３　不法投棄等不適正処理対策
  　(1)　不法投棄等苦情処理
　　　①　苦情に対しての市町・保健福祉センター共同での立入検査、指導
　　　②  苦情施設からの汚染物質排出状況調査（排水・廃棄物の分析）
　　(2)  合同パトロールの実施
　　　①　ヘリコプターによるスカイパトロール（年４回）
　　　②  県警、海上保安庁、消防防災ヘリのパイロット・搭乗員からの情報収集
　　(3)  弁護士報償費
　  (4)　企業調査委託費

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

施策・課題の状況

事務事業名 不法投棄等不適正処理防止対策事業費
事業開始年度


